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取扱注意系統組織における農林中央⾦庫

出典︓農林中央⾦庫 統合報告書 2024

 農林⽔産業者の協同組織を基盤とする全国⾦融機関として、JA（農協）、JF（漁協）、JForest（森組）など会員からの出資や、
JAバンク、JFマリンバンクの安定的な資⾦調達基盤を背景に、国内外で多様な投融資を⾏い、資⾦の効率的な運⽤を図ることにより、
会員への安定的な収益還元を⾏う



農林中央⾦庫がサステナブル経営・インパクト創出に取組む背景
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 資産（貸出⾦、有価証券などのバランスシートの左側）における⾃然資本・⽣物多様性の関係性のみならず、負債（JAなどからの預⾦、
ひいては農業者からの貯⾦）にも気候や⾃然資本・⽣物多様性との強いつながりがあるユニークな⾦融機関。

 投融資先・ステークホルダーに対する⾦融・⾮⾦融を通じた貢献により、機会の獲得とリスクの緩和を図り、ポジティブ・インパクトの創出、ネガ
ティブ・インパクトの低減に取り組む

当⾦庫と⾃然との関係性(バリューチェーンを通した⾃然との接点)
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パーパス実現のためのマテリアリティと中期ビジョンにおけるインパクトの位置づけ
 当⾦庫としてのリスク・機会や及ぼし得るインパクト、ステークホルダーからの期待を考慮し設定

した「パーパス実現のための重要課題」、および「中期ビジョン」を踏まえ、⽇々の事業活動を
通じて、リスク・機会への対応と、ネットでポジティブインパクトの創出を図る



価値創造プロセス ー インパクト・パスウェイの理解を通じて事業活動の質的向上と経営資本強化の好循環を志向
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アウトカムが経営資本の強化を通じて価値創造の循環に繋がることが重要



農林中央⾦庫におけるインパクト評価に向けた取組み ー ⿃取ブルーカーボンプロジェクト
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アクティビティ
（活動）

アウトプット
（直接的な結果）

インプット
（資源）

アウトカム（成果）
短期 中期 ⻑期

インパクト

ヒト

モノ

カネ

漁業者
漁協
⿃取県
農林中⾦ ウニの駆除を通じた

藻場の再⽣

駆除したウニの養畜
ウニのメニュー開発

ウニ捕獲
藻場再⽣

メディア掲載
アウトリーチ増加

ウニを使った
⾷材売上向上

ウニ使⽤飲⾷店増加

気候変動の緩和

持続可能な漁業

漁業者の所得向上

官⺠の連携の
モデルケースに

⿃取県漁協、⿃取県、農林中央⾦庫の取組みのロジックモデル

漁業者の船
研究設備

⽇本財団
⿃取県

気候変動・⽣物多様性

漁業・地域経済

PR効果

GHG吸収

藻場の再⽣

ウニの商品化

⼦どもたちへの⾷育

加⼯・⼩売りの強化

⽔産資源の回復

⾷品残渣の有効活⽤

地域内の意識醸成

⿂⾷普及

学校給⾷・飲⾷店を
通じた取組み発信

地域経済

情報

⿃取県
⽇本財団
農林中⾦

温
暖
化
対
策
؞

⾃
然
資
本

⾃然由来のGHG削減

⽣物多様性の向上

⽣態系サービスの維持

ブルーカーボンの普及

漁
業
資
源

ウニの商品化による所得増

磯焼け阻⽌

多様な⽔産資源の回復

海の重要さの普及啓発

地
域
社
会
؞
経
済

⾷品ロス対策

地域活性化

漁業者所得の向上

⿂⾷普及

 ムラサキウニ増殖に伴う磯焼け問題について、⿃取県・⿃取県漁協・⽇本財団と連携し、⿃取ブルーカーボンPJを展開
 藻場によるブルーカーボン効果（GHG削減）と⽔産資源の回復を企図。定量的なインパクト指標の設定と計測は今後の課題ながら、
社会的インパクト評価・ロジックモデルを有効活⽤できた事例 ⇒ 横展開および社内⽤IMM※ガイダンスの策定へ

※ Impact Measurement and Management（インパクトの測定・マネジメント）



（事例紹介）四国電⼒と連携したアグリビジネス⽀援 ー 案件概要
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 四国電⼒が地域活性化を⽬指して農業法⼈を⽴ち上げる取組を全⾯サポート。
 当⾦庫は資⾦提供だけでなく、JAや農家・⾏政との仲介、各種情報提供などを実施。



（事例紹介）四国電⼒と連携したアグリビジネス⽀援 ー インパクト評価
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（事例紹介②）「未利⽤⿂」を活⽤した新たな⽔産バリューチェーン構築 ー 案件概要
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 漁業者の所得向上・地域の活性化を⽬指し「未利⽤⿂」に着⽬して新たな⽔産バリューチェーン構築を⽬指す取り組み。
 「未利⽤⿂」を加⼯や販路開拓することで活⽤し、漁業者の所得向上、産地活性化を⽬指す。
 フェアの開催や消費者調査によって、未利⽤⿂の認知度向上や施策へのデータ活⽤を⾏う。



（事例紹介②）「未利⽤⿂」を活⽤した新たな⽔産バリューチェーン構築 ー インパクト評価
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ネイチャーポジティブ、TNFD提⾔に基づく開⽰に向けた取り組みの進展

出所: 各種資料より農林中央⾦庫作成

- ⾃然資本︓植物、動物、⼤気、⽔、⼟壌、鉱物など資源。
事業活動のための⾮財務資本の⼀つ。ストック。

- ⽣態系サービス︓⾃然の恵み。⾃然資本・⽣物多様性の劣
化が恵みの低下に直結。「供給サービス」「調整サービ
ス」「⽂化サービス」「基盤サービス」からなる。フロー。

- ⽣物多様性︓資本の質。種内(遺伝⼦)、種間、⽣態系の多様
性により⽣産⼒、回復⼒、変化への適応⼒が発⽣

⼤気
陸

海

淡⽔

企業

⾃然資本

⽣物多様性

⽣態系
サービス

企業・⾦融機関と⾃然への依存とインパクト、リスクと機会⾃然資本・⽣態系サービスの概要
 GBFのビジネスに関する⽬標であるターゲット15は「⽣物多様性にかかる

リスク、⽣物多様性への依存及びインパクトを定期的にモニタリングし、評
価し、透明性をもって開⽰すること。すべての⼤企業並びに多国籍企業、
⾦融機関については、業務、サプライチェーン、バリューチェーン、ポートフォ
リオにわたって実施することを要件とする」（抜粋）と定めている

 ⾦融機関は企業への投融資を通じて、企業は事業を通じて⾃然資本・
⽣態系サービスの恩恵を受けている

 2023年9⽉に公表された⾃然関連の開⽰枠組みであるTNFD提⾔へ
の対応がグローバルに進展中

 2015年のパリ協定が気候変動対応のターニングポイントであったように、2022年のCOP15で策定された「昆明・モントリオール⽣物多様性枠
組（GBF）」 を契機に⾃然資本・⽣物多様性への対応を求める圧⼒の⾼まり、官⺠の機運は加速

 GBFでは2050年ビジョンとして、「⾃然と共⽣する世界」を掲げ、2030年までに⽣物多様性の損失を⽌め反転させ回復軌道に乗せる（ネイ
チャーポジティブ）ために達成すべきミッションとして23のターゲットが設定された



出所:TNFDv1.0より農林中央⾦庫作成

TNFD開⽰提⾔
 2023年9⽉に⾃然関連財務情報開⽰タスフォース（TNFD）が開⽰提⾔の正式版を公表。TNFD提⾔は気候関連開⽰のTCFD提⾔と

同じ構造（4つの柱︓ガバナンス、戦略、リスクとインパクトのマネジメント、指標と⽬標）の下、14の開⽰提⾔で構成されている
 TNFD提⾔は、バリューチェーンを通じた分析、ロケーションに着⽬した開⽰が求められている点が特徴的（→農⼭漁村との関連性）

TNFD開⽰提⾔

ガバナンス

⾃然関連の依存とインパクト、
リスクと機会に関する組織の
ガバナンスを開⽰する

リスクとインパクト管理

⾃然関連の依存、インパクト、
リスクと機会を特定し、評価
し、優先順位を付け、管理
するために組織が⽤いている
プロセスを記述する

指標と⽬標

⾃然関連の重要な依存、イ
ンパクト、リスクと機会の評価
と管理に使⽤する測定指標
とターゲットを開⽰する

戦略

⾃然関連の依存、インパクト、
リスクと機会が、組織のビジネ
スモデル、戦略、財務計画に
与える影響を開⽰する

A.⾃然関連の依存とインパクト、リ
スクと機会に関する取締役会の監
督について記述する。

B.⾃然関連の依存、インパクト、リ
スクと機会の評価と管理における管
理者の役割を記述する。

C.⾃然関連の依存、インパクト、リ
スクと機会に対する組織の評価と
対応において、先住⺠族、地域社
会、影響を受けるステークホルダー
およびその他のステークホルダーに
関する組織の⼈権⽅針とエンゲー
ジメント活動、および取締役会と経
営陣による監督について記述する。

A.組織が特定された短期、中期、
⻑期の⾃然関連の依存とインパク
ト、リスクと機会を記述する。

B.⾃然関連の依存とインパクト、リ
スクと機会が、組織のビジネスモデ
ル、バリューチェーン、戦略、財務的
計画、および実施中の移⾏計画
や分析に与えた影響を記述する。

C.⾃然関連のリスクと機会に対する
組織の戦略のレジリエンスを、さまざ
まなシナリオを考慮して記述する。

D.組織の直接操業、および可能
であれば上流と下流のバリュー
チェーンにおいて、優先地域の基
準を満たす資産および／または活
動の所在地を開⽰する。

A(i) 直接操業における⾃然関連
の依存とインパクト、リスクと機会を
特定し、評価し、優先順位をつけ
るための組織のプロセスを記述する。
A(ii) 上流と下流のバリューチェー
ンにおける⾃然関連の依存とイン
パクト、リスクと機会を特定し、評
価し、優先順位をつけるための組
織のプロセスを記述する。

B.⾃然関連の依存とインパクト、リ
スクと機会をモニタリングするための
組織のプロセスを記述する。

C.⾃然関連のリスクを特定し、評
価し、管理するためのプロセスが、
組織全体のリスク管理にどのように
統合されているかを記述する。

A.組織が戦略およびリスク管理プ
ロセスに沿って、⾃然関連の重要
なリスクと機会を評価・管理するた
めに使⽤する測定指標を開⽰する。
B.⾃然への依存とインパクトを評
価・管理するために組織が使⽤す
る測定指標を開⽰する。

C.組織が⾃然関連の依存、インパ
クト、リスクと機会の管理に⽤いる
ターゲットと⽬標と、それに対するパ
フォーマンスを記述する。

TCFDの基本構造

ガバナンス

戦略

リスク
管理

指標
と

⽬標

12
= TNFD独⾃の追加項⽬

TNFD提⾔



バリューチェーンの考え⽅
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 TNFD提⾔は、バリューチェーンの上流と下流を対象とした依存とインパクトやロケーションなどの要素を考慮した検討の重要性を指摘
 ⾃然関連の開⽰においては、⾷料・飲料品セクターはもとより、あらゆるセクターの企業がバリューチェーンにおける⾃社の上流、すなわち⾃
然、農林⽔産業、地域との接点を確認し、持続可能性向上に向けた取り組みを志向することとなる

出所:GHGプロトコルを参考に農林中央⾦庫作成

バリューチェーンの上流（Upstream） 直接事業 バリューチェーンの下流（Downstream）

CO2 N2OCH4SF6PFCsHFCs

Scope1 Scope3Scope3Scope2

商品やサービス
の購⼊

電⼒の購⼊

資本財

化⽯燃料やエネル
ギー関係の活動

運輸 操業に伴う廃棄
物の発⽣

ビジネストラベル

従業員の移動

アセットのリース

企業のファシリティー

企業所有の⾃動⾞

運輸

商品販売のた
めの加⼯製造

販売商品
の使⽤ 販売商品のラ

イフサイクル

アセットのリース

フランチャイズ

投融資

気候変動

⾃然・⽣物多様性

⼟壌 海洋 ⽣態
系 ⼟地 淡⽔ 気候BFEF

Scope1相当 Scope3相当Scope3相当

ビジネス活動の直接事業

農業、⾷料⽣産、鉱業、電⼒、加⼯業 etc.電⼒⽣産

加⼯プロセス

運輸

アセットのリース原材料⽣産

運輸

製造

⾃然資本の直接利⽤

投融資
製造加⼯

流通
⼩売

運輸アセットのリース

Ecological 
Footprint

Biodiversity 
Footprint



TNFDが推奨するLEAPアプローチ ー ⾃然との接点を発⾒し依存とインパクトの課題に対応するアプローチ

14出所:TNFDv1.0より農林中央⾦庫作成

組織の潜在的な⾃然関連の依存関係、インパクト、リスクと機会に関する仮説を創出、LEAP評価のためのパラメータ
ーを決定し、管理と評価チームが⽬標とスケジュールについて整合的であることを確認するために、内部及び外部のデ
ータと参考情報源の迅速かつハイレベルな事前診断を⾏う

範囲設定

⾃然関連の重要な依存とインパクト、リスクと機会がありそうな組織の活動は何か︖ 組織内の現在の能⼒、スキル・データのレベル、組織⽬標を考慮した場合、評価を実
施するために必要な資源（資⾦、⼈材、データ）と時間配分はどのようなものか。

取組の仮説形成 組織の⽬的とリソースのアライメント

L1
セクター別、バリューチェーン別の
組織の活動内容は︖直接操
業はどこで⾏われているか︖

ビジネスモデルと
バリューチェーンのスパン

L2
これらのセクター、バリューチェー
ン、直接操業のうち、⾃然への
依存とインパクトが⾼い可能性
のあるものはどれか︖

依存とインパクトの
スクリーニング

L3
⾼依存と⾼インパクトの可能性
があるセクター、バリューチェーン、
直接操業はどこに位置するか︖
⽣態系と接点はあるか︖

⾃然とのインターフェース

L4
組織のどの活動が、⽣態学的
に要注意な地域に位置してい
るか。直接操業のうち、要注意
地域にあるのはどこか︖

要注意地域との
インターフェース

E1
対象となるセクター、ビジネスプ
ロセス、活動は何か︖これらの
セクター、ビジネスプロセス、活
動、評価場所には、どのような
環境資産、⽣態系サービス、イ
ンパクト要因が関連するのか︖

環境資産、⽣態系サービ
ス、インパクト要因の特定

E2 組織の⾃然への依存とインパク
トはなにか︖

依存とインパクトの特定

E3 ⾃然への依存の規模とスコープ
は︖
⾃然へのネガティブ・インパクトの
深刻さは︖⾃然へのプラスのイ
ンパクトの規模とスコープは︖

依存とインパクトの測定

E4
どのインパクトがマテリアルなの
か︖

インパクトのマテリアリティ
評価

A1 組織にとってのリスクと機会はな
にか︖

リスクと機会の特定

A2
どのような既存のリスク緩和、リ
スクと機会の管理プロセスや要
素をすでに適⽤しているか︖
リスクと機会の管理プロセスと関
連要素（リスク分類法、リスク
⽬録、リスク許容基準など）を
どのように適応できるか︖

既存のリスク緩和との適合
とリスクと機会の管理

A3
どのリスクと機会を優先すべき
か︖

リスクと機会の測定と優先
順付け

A4
どのようなリスクと機会がマテリア
リティであり、TNFD の提⾔に
沿った開⽰が必要か。

リスクと機会のマテリアリティ
評価

P1 この分析の結果、どのようなリス
ク管理、戦略、リソース配分の
決定を下すべきか︖

戦略とリソースの配分戦略

P2 どのようにターゲットを設定し、進
捗状況を定義し、測定するの
か︖

パフォーマンス管理

P3 TNFDの提⾔に沿った開⽰と
は︖

レポーティング

P4 ⾃然関連の開⽰はどこで、どの
ように⾏うのか︖

プレゼンテーション

発⾒する
⾃然との接点L 診断する

依存とインパクトE 評価する
リスクと機会A 準備する

対応と報告P

エンゲージメント
シナリオ分析

TNFDによるLEAPアプローチ
に関するガイダンス



⾷と農林⽔産バリューチェーンの⾼付加価値化、トランジションの実現にむけた取り組みと⾃然共⽣サイト①

環境インパクト

⽣態系サービスへの依存

投融資
⾃然関連財務

インパクト
⾃然共⽣サイト認定⽀援
企業・スタートアップ等とのマッチング
⾃然由来カーボンクレジット組成⽀援

事業基盤

 持続可能な調達の実現
 ⾃然への依存に伴う財務イ

ンパクト、事業を通じた環境
インパクトの低減

 気候・⾃然関連開⽰に活⽤

 ⾃然と共⽣する地域社会
の実現

 地域ブランド価値の向上
 企業からの投資呼び込み
 30by30⽬標への貢献

 投融資を通じた環境インパクト、財務インパクトの低減
 バリューチェーン全体の気候・⾃然・循環経済課題解決に貢献
 気候・⾃然関連開⽰に活⽤

 農業・⾷品関連の⽣産者・企業は、サプライチェーンを通して、気候・⾃然・循環経済にかかる課題を共有しており、上流から下流に渡る各
主体の連携によるネットゼロ、ネイチャーポジティブ、サーキュラーエコノミーの実現が必要（Scope3排出量、バリューチェーンを通じた⾃然への
依存とインパクト等）

課題︓
 トレーサビリティの確保
 低コストで⾼品質なデータ収集、

モニタリング
 スケーラビリティ

15

農⼭漁村
（⾥地・⾥⼭・⾥海）

農⼭漁村と企業の事業と
の繋がりの可視化が重要

⾷農バリュー
チェーンの例

⾃然共⽣サイト︓「⺠間の取組等によって⽣物多様性の保全が図られて
いる区域」を国が認定するもので、昆明・モントリオール⽣物多様性枠組で
掲げる30by30⽬標（2030年までに陸域・海域等の少なくとも30％を保
全・管理することを⽬指すもの）に貢献する取組み。（環境省HPより）



⾷と農林⽔産バリューチェーンの⾼付加価値化、トランジションの実現にむけた取り組みと⾃然共⽣サイト②
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⾦融を通じたインパクト創出の取組み ー サステナブルファイナンス

17

 環境・社会へのポジティブインパクトを企図したサステナブル・ファイナンスを実践（2024年度上期までに累計約7.7兆円の新規実⾏）



⾦融を通じたインパクト創出の取組み ー インパクト投資

18

⾷農関連企業への出資を通じたインパクト創出 PEファンドへの出資を通じたインパクト創出

 当⾦庫と全国農業協同組合連合会が、株式会社⽇清製粉グループ本
社と資本提携契約を締結、共通⽬標を設定し、持続可能な⾷料バ
リューチェーンを構築する取組み

 ⽇清製粉は国産農畜産物の安定調達や品揃え強化、JAは需要を踏
まえた⽣産・品種開発とwin-winの関係で取り組みを推進

 グループ会社の農林中⾦全共連アセットマネジメント株
式会社と連携し、2022年度にインパクト・プライベー
ト・エクイティ・ファンド投資を開始

 2024年3⽉末時点で4ファンド、100億円の投資実
績となっており、気候変動のほか教育機会や医療・福
祉等へのポジティブなインパクト創出を⽬指す



 本資料に記載されている情報は、公開情報等から引⽤したものであり、かかる情報の正確性・適切
性などについての検証を⾏っておらず、また、これを保証するものではありません。当⾦庫は、本資料に
記載されている情報の利⽤から⽣じる損害が直接的、また、間接的であるかに関わらず、何ら責任を
負いません。

 本資料には、当⾦庫に関連する予想、⾒込み、⾒通し、計画、⽬標などの将来に関する記述がなさ
れています。これらの記述は、当⾦庫が現在⼊⼿している情報に基づき、作成時点における予測など
を基礎としてなされたものです。また、これらの記述は、⼀定の前提(仮定) の下になされています。これ
らの記述または前提(仮定) が、客観的に不正確であったり、または将来実現しない可能性があります。

 本レポートは、有価証券の販売のための勧誘を構成するものではありません。
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